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平成 5年度学位論文要旨・論文審査要旨

森博美氏学位授与報告

報告番号乙第101号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成5年7月12日

学位論文題名 統計法規と統計体系

主論文の要旨

本論文は，わが国の政府統計をその統計の制度分類

による区分に基づき，各統計の制度を保証する調査論

理並びに統計作成に対する統計調整機関の関与形態と

いう視角から一つの体系としてのその構造の解明を課

題としている。

全体が13章からなる本論文は， 2つの部分からなる。

まず第1部では，わが国の政府調査統計を構成する指

定，承認，届出統計の根拠法規である「統計法」およ

び「統計報告調整法」という 2つの統計法規を取り上

げ，法制定の経緯並びに法体系という 2つの側面から

それぞれの性格規定を試みた。そこでは，統計法規を

わが国の統計行政史の中に位置づけ，それぞれの歴史

的使命なり時代的制約といったいわば法律をとりまく

状況的視角から法の特質にせまるとともに，個々の条

文の内容並びに法体系といった法論理的な観点からも

接近を試みた。つづいて第2部では，これらの法規を

根拠に作成される各統計の調査論理並びに統計の特質

を明らかにし，さらに業務統計も含めわが国の政府統

計体系の全体構造の定式化を行った。

まず第1部は，さらに 2つの部分に分けられる。最

初の4章は指定統計の根拠法規としての「統計法」の

統計行政法規としての特質解明を行ったものである。

このうち最初の 2章は，「統計法」のいわば成立前史に

あたる。

法1部の残りの 4章では，わが国のもう一つの統計

法規である「統計報告調整法」を取り上げた。そこで

は，アメリカの「連邦報告法」あるいはわが国の「統

計法」との比較を通じて統計調整専門法規としての同

法の特徴を明らかにした。ここでの考察は，後に第11

章で同法の適用を受ける承認統計の性格規定を行う際

の準備作業的意味を持つ。

第2部の中心部分をなすのが，第10,11, 12の各章
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である。そこでは，政府調査統計を構成する指定，承

認，届出統計のそれぞれについて，各統計の精度を支

える調査論理並びにそれに対する統計調整機関の関与

という二重の視角からその基本的性質の解明を行った。

本論文の最終章では，本論文での考察の結論として

新たに業務統計の作成論理並びに作成される統計の

種々の特性という要素を導入し，政府調査統計が備え

る諸特質と対比しつつ，政府統計体系の全体構造につ

いての私見を提示した。それによれば，法令による各

種の許認可や届出に基づき作成される業務統計のいわ

ゆる第1形態に属する統計では，承認統計のような行

政指導等による法規に基づかぬ行政的強制ではなく，

具体的に制度化された個別業務法規による実質的強制

が，組織の外部から提供される統計原情報の獲得過程

を支配している。そこでは，原情報の提供拒否は，許

認可権益の法規や行政処分をもたらす。ここで，承認

統計の拘束性の論理が非協力的な調査客体に対し有効

に機能し得なかったことを想起すれば，承認統計は指

定統計と業務統計の第1形態に属する統計の中間的性

格を持つ。

一方，行政の末端機構の原局部門の業務遂行記録が

組織内部の系統を通じて積み上げられ統計として編成

される第2形態の諸統計では，統計の作成の全過程が

1つの閉じたシステムとして行政組織の中で完結して

いるという意味で，第1形態のそれとは異なる。統計

作成過程の「組織内部的性格」によって特徴づけられ

る調査論理を持つ届出統計では，調査客体が調査主体

と同じ行政機関であることが，他に調査協力への強制

手段を持たぬこの主の統計の協力要請の拠り所であっ

た。その意味では，届出統計は，指定統計と業務統計

の第2形態との中間的存在として位置づけることがで

きる。

さらに統計調整機関の関与形態という意味では，調

査の企画過程に承認権限をもって関与できる承認統計

と異なり届出統計については単に届出の受理という形

でしか関与できない。業務統計について調整機関が統

計の作成にまったく関与できない点を考慮するなら，

届出統計は承認統計と比べ業務統計により近い位置に

あるといえる。

以上のように見ることにより，これまで単に羅列的

に説明されてきた指定，承認，届出統計が実は業務統

計も含めひとつの構造をもって存在していることが分
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かる。このことは，筆者がすでに別な機会に行ってき

た統計の調査形態に基づく統計の性格分析，さらには

業務統計の特質解明の結果などと組み合わせることに

より，わが国で作成され，利用されている諸統計の基

本的性格規定を可能にする。

このような統計体系論的視角は，単に全体構造の解

明という学問的関心事であるだけでなく，統計作成な

らびに統計利用の両面で実践的意味も同時にもちうる

ように思われる。

論文審査の要旨

主査九州大学教授濱砂敬郎

論文審査担当者［副査 II !I 岩本誠一

JI JI JI 児玉正憲

わが国の政府統計にかんする研究は，戦後の統計制

度の再建と統計活動の全面的な展開によって，統計実

務的な統計法規の解説や新しい調査手続の紹介から，

統計調査と統計制度を正面から客観的に分析する社会

科学的な考察に発展し，統計学界において重要な位置

を占めている。本論文は，筆者が「調査形態論を中心

とする統計調査論，統計制度論，さらには業務統計論

といった分野でさまざまな課題に取り組んできた」統

計研究の成果であって，第1部では，わが国の統計法

規の特質を統計行政史的な観点から考察し，第2部で

は，法制度的な観点から，統計体系を構成する政府統

計を分析し，統計利用の前提となる統計資料論の基礎

づけを試みている。本論文の章別編成は，つぎのとお

りである。

第1部統計法規の成立

第1章 わが国戦前期の統計基本法規

第2章 川島孝彦と中央統計庁構想

第3章 「統計法」の法体系とその特質

第4章現行「統計法」の特質とその課題

第5章 アメリカにおける戦時体制と

行政機構の再編

第6章 「連邦報告法」の法体系と統計調整

第7章 リポート・コントロールと「報調法」の成立

第8章 「報調法」の法体系と統計調整

第2部統計法規と統計体系

第9章統計体系論の視角

第10章指定統計調査

第11章承認統計調査

第12章届出統計調査

第 61巻第1号

第13章政府統計体系の構造

統計の作成過程は一見，方法的な手続き過程に見え

るが，それは統計制度に担われ，その規制のもとに成

立しており，現代的な統計法は，基本的には個々の統

計調査の技術的組織的側面を一般的に規定する統計調

査法規と，政府各部門の統計活動を規制する統計調整

法規から成立している。わが国の統計作成と統計調整

を根拠づける統計法規には，「統計法」（昭和22年3月

公布），「統計報告調整法」（昭和27年5月公布）および

「統計法」第8条による「届出を要する統計調査の範

囲に関する政令」（昭和25年4月公布）があって，法制

度的な観点から，それぞれの法規にもとづく政府の調

査統計として，指定統計，承認統計および届出統計が

区別されている。なかでも，「統計法」がわが国の統計

基本であることから，これまでの統計法規研究では，

「統計法」の成立過程を洞察し，現代的な統計法と統

計制度が成立する論理構造と歴史的な動因を探ること

に力点がおかれてきたが，筆者は，成立した「統計法」

そのものの意義と限界を明らかにするために，本論文

の第 1の前半第 1章から第4章において，同法と戦前

の「統計三法」と比較し，こんにちまでの条文改定の

動向を追跡する。

第1章は，戦前期における「国勢調査二関スル法律」

等の「統計三法」の条文内容を検討し，統計調査の申

告義務規定と秘密保護規定を備えていることに，統計

法としての現代的性格を認めるが，いずれもが調査法

規に止まっている限界性を指摘している。「統計三法」

の条文構成には，法成立時の特殊な歴史的事情が，そ

のまま投影していることから，三者が連携性を欠き，

政府の統計活動の統一的な基礎となりえなかった。こ

のような「統計三法」にもとづく統計活動の混乱状況

を明らかにするために，第2章は，戦時統制期におけ

る内閣統計局長川島孝彦の「昭和17年統計法案」と「統

計一元化構想」を，政府統計にかんする時代認識とと

もに紹介している。

第3章は，成立時の「統計法」を，第一に戦前の「統

計三法」と比較対照し，第二に条文構成を検討するこ

とによって，「統計法」の基本法としての「二面性」（指

定統計調査と統計調整の根拠法）を明確にしている。

それによると，指定統計調査の申告義務規定と秘密保

護規定は，「統計三法」を継承した調査規定であるが，

①調査結果の公表規定等を補足することによって，調

査法規としての一般性を高めていること，②法の目的

として，統計調査の重複排除，統計体系の整備および
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統計制度の改善•発達を掲げ，指定統計制度を設定す

る統計調整＝統計行政法的性格があることを，「統計

法」の積極的な意義として把握する。他面，指定統計

が，「重要統計」にかぎられ，たんなる届出手続によっ

て実施できる統計調査を許容していることが，同法の

統計調整機能を大きく限界づけ，戦後の経済復興とと

もに急増する統計調査群にたいして，「統計法」とは別

個に，「統計報告調整法」による対応を迫られる基因に

なったと強調する。

「統計法」の限界性は，成立時から現在までに15次

の法改正を経ることにより，大きく顕在化する。第4

章は，法改正の法律的制度的要因を分析し，改正の動

因を，「統計が本来的に有する個々の行政の枠組を越え

た組織横断的性格」と「既存の縦割り行政機構の在り

方」の対抗関係と捉え，後者の「組織的自己完結性の

要求」が，国民経済計算の策定に必要な調査統計の体

系化等が現代的な要請として突きつけられているにも

かかわらず，統計調整の主体と権限の弱化をもたらし，

統計体系の跛行性を発生させたとしている。

第1部後半，第5章から第8章までは，承認統計調

査の根拠法規である「統計報告調整法」が考察の主題

である。同法の成立過程，条文解説および運用実績に

かんする資料の入手が困難であることから，統計法研

究が進んでいない領域であって，筆者は，同法の原型

となったアメリカの連邦報告法 (1942年成立）と比較

する分析方法をとっている。

そのために，第5章と第6章は，ニューディール期

から戦時期のレポート・コントロールの動向と連邦報

告法の法体系を考察し，①連邦報告法は，省庁分散的

な統計作成機構を前提とした総合的な統計基本法であ

り，②法の目的が，統計報告の負担の最小化と報告結

果の最大限の活用であって，法の適用範囲の包括的な

厳密性と，報告徴集過程にたいする審査権限の全体性

が，合目的的な法体系性を体現し，③統計調整機能が，

行政権限が強い大統領の直属機関に担われ，調整活動

が，「連邦報告諮問協議会」の設置によって，社会的な

コンセンサスを得られた意義を明らかにする。他方，

筆者は，同法成立の背景として，「戦時下の報告徴集の

実態」を分析し，戦時動員関係の政府機関が，各個に

内部的な報告調整システムをとったことから，連邦報

告法の適用対象が，連邦行政機関相互の報告調整に限

定されたことを指摘している。

第7章と第8章は，「統計報告調整法」の成立過程と

条文構成を検討し，同法の原型モデルとなった連邦報

告法と比較している。そこでは，同法が，統計報告徴
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集の簡素化とともに行政事務の能率化を目的に掲げな

がらも，統計報告の徴集様式にかんする「調整専門法

規」へと形式化されていることが論述されている。筆

者は，このような形式化の基底に，統計調査の社会的

意義を軽視する統計主体の「官僚意識」を看取し，民

主主義社会における統計調査の機能を重要視するアメ

リカの「公共精神」と対比させ，後者の普及が，プラ

イバシー問題が顕在化しているわが国においても，「統

計報告調整法」の今日的な課題であると提起している。

以上が本論文第1部「統計法規の成立」の概要であ

って，第2部は，それを基礎的考察として，法制度的

な観点から，政府統計を区分し，統計体系の全体構造

を解明することを試みている。

統計体系を構成する各個の統計の情報性格について，

統計学は，社会集団と統計集団，および表章様式概念

によって接近しているが，筆者は，第9章において，

統計の実態的特性と形態的特性という新しい二つの観

点を設定し，統計体系を統計行政の目標理念として捉

える統計実務者と，統計作成論の立場から統計体系に

接近する統計研究者に分けて，これまでの統計体系研

究を総括する。筆者は，それをふまえて，第10章から

第13章までにおいて，統計行政論と統計調査論の視角

から，それぞれの統計にたいする統計調整権限の行使

カの程度と，統計調査が成立する社会関係的な調査論

理に接近する。

第10章は，指定統計調査の調査内容を一般的な基礎

事項と捉え，統計客体が「不特定多数」であって，統

計実査が特定の政治的経済的利害関係を梃子として成

立しがたいことから，申告義務と，その代償措置とし

ての調査回答の秘密保護および調査結果の公表義務が

統計調査を成立させ，調査精度を確保するための支柱

であると主張する。第11章は，申告義務の法的規定が

ない承認統計調査について，調査回答が確保される社

会的論理を洞察し，①統計客体と統計主体の日常的な

利害関係（前者は，後者の行財政活動の対象）が，調

査の遂行を支える固有の調査論理であって，②それが，

調査協力と調査精度にもたらすメリットとデメリット

を指摘している。第12章では，指定制度や承認行為の

ような統計調整作用が及ばない届出統計調査が分析さ

れ，届出統計の圧倒的な部分が，政府の中央省庁が下

部機関や地方公共団体を対象とする農林統計や社会統

計，および日本銀行の金融統計であることから，調査

系統の「組織内部的性格」が「統計の質」を確保する

要因であることが考察されている。最後に，第13章は，

統計体系における諸統計の位置が「統計数字の基本性
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格」を規定することを立論するために，上述の調査統

計と異なって，個々の行財政過程の業務報告の副産物

として生成する業務統計を，統計体系論の対象として

考察する。これまでの統計研究では，調査統計と業務

統計，調査統計のなかでは指定統計と非指定統計（任

意統計）が，対象的かつ不連続的に整理されてきたが，

筆者は，指定統計と業務統計の中間に承認統計と届出

統計を措定し，このような政府統計体系のなかにおけ

る位置関係の確認が「統計利用の前提となる統計資料

の吟味・批判の出発点」であると，本論文を結んでい

る。

以上，概説してきたように，どちらかといえば「統

計法」を中心に進められてきたわが国の統計制度研究

にたいして，本論文は，現行の統計法規全体を統計行

政史や統計制度との関連において考察し，それにもと

づいて統計体系の総体的な分析を試みている。もちろ

ん，本論文の考察が概括的であることから，説得性に

欠ける論点や残された課題は少なくない。特記すべき

問題点としては，① 「統計法」の成立過程の分析を回

避しているために明らかにされていない「統計法」と

戦前の「統計三法」の不連続性，すなわち統計調整法

的性格をそなえる現代的な統計法が成立する制度的な

条件と論理構造の解明，②それにかんして，筆者によ

ると，統計調整による統計調査の体系化を志向する要

因は「統計が本来的に有する個々の行政の枠組を越え

た組織横断的性格」であるが，その内容規定と具体的

な展開，③社会的集団等のこれまでの統計学の認識概

念と統計の実体的特性および形態的特性概念の関連づ

け，④統計体系にたいして統計の法律的区分がもつ規

定性の論証（例えば，筆者があげる調査内容が一般的

な指定統計は，基本的にはセンサス統計であって，調

査内容が特殊な指定統計は多数存在）があげられる。

とはいえ，これらの問題点は，現代統計論の基本的な

課題であって，本論文は，統計調査が機能する統計制

度と統計法規の全体相にかんする最初の包括的な労作

であって，それが政府統計論（統計調査論と統計制度

論）の基本フレームを与えていることは，高く評価さ

れるべきである。すでに日本統計学会誌や経済統計学

会誌等の書評においても，本論文は積極的な評価を受

けており，本論文を中心とする専攻分野にかんする専

門的知識についても，筆者の研究歴および研究業績か

ら判断して，十分であると考えられる。以上のことか

ら，本論文は，博士（経済学）の学位に値するものと

みとめる。
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学位論文題名 テイラー主義生成史論

主論文の要旨

本論文は，近代的な経営管理の成立を画した科学的

管理運動の生成の背景をまず明らかにし，次にその運

動の中心的人物F.W. テイラーがその過程で真に意

図していた構想（「テイラー戦略」）を探り，最後にテ

イラーの思想の全体と「科学的管理」以後の管理論と

の関係を追跡することによって，テイラーの思想を改

めて労務管理論史のなかで位置づけようとするととも

に，彼の思想の現代的意義についても考察しようとし

たものである。

本論文は構成上，序章，第 1編（第 1章～第4章），

第2編（第5章～第8章），そして終章からなる。

まず序章では，「科学的管理」の再評価を唱える何人

かの論者達の所説を手掛かりにしてテイラーの思想が

解決済みの過去の論題では決してないことを確認する

とともに，そのような再評価の試みによって却っても

たらされたテイラー思想の理解と評価をめぐる混乱を

脱し，その現代的意義を考察する上での共通の前提を

獲得するためには，「経営思想としての科学的管理」の

背後にあるテイラーの考えにまで踏みいる必要がある

ことを主張した。

次に第1章では，労働過程の実質的抱摂の出発点で

ある工場制度の成立の根拠を説明する従来の二つの理

論（技術決定論と社会統制論）についてのD. クロー

ソンによる批判的検討と，経営労務論における方法論

的立場とを参考にして，本論文全体において採られる

べき基本的視角について考察した。

本論文は先に述べたようにテイラーの思想を労務管

理論史において改めて定位することを企図したもので

あるが，そのためにはその前提として，テイラーの管

理論が19世紀末のアメリカの企業におけるいかなる管

理問題に答えようとしたのか，そしてその問題がいか

に彼の理論に反映しているか，を明らかにしておく必

要がある。第1編は主にそのような問題を取り扱い，

第2章ではテイラーの管理論の登場を促した管理問題

としての組織的怠業の背景を内部請負制度に代表され
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る19世紀末の労働制度に求め，第 3章では組織的怠業

の実態を19世紀末の労働制度の下にある熟練労働者に

よる作業現場の自律的統制の諸相にみ，さらに第3章

と第4章では熟練労働者のそのような職場支配力を企

業側が奪うための最初の試みとしての出来高給制度，

機械化，そして管理記録制度の導入とそれらの限界に

ついて考察した。

さて，テイラーの管理論は第1編で明らかにした19

世紀末のアメリカに特有の管理問題に対する最初の根

本的な解答であったわけであるが，企業における現実

の管理上の要請が，そのままテイラーを始めとする科

学的管理運動の主体となった人々の問題意識の中核を

占めたとは限らない。そのような疑問に立って第2編

では，企業における賃労働関係から相対的に独立した

立場にいた彼らの思想や行動に注目し，テイラー思想

の中核的部分を探るとともにその労務管理論的意義に

ついて考察した。

第5章では，「科学的管理」を起点とする管理労働の

自立化の過程が，企業家の願望をストレートに実現す

るような形においてではなくて，先ずテイラーに代表

される管理技術者達が共有していた職業上の特別の構

想（本論文ではそれをJ.マークルに依拠して「テイラ

ー戦略」と呼んだ）の下に進行しようとしたのではな

いかと仮定し，そこに労務管理（論）の形成をより具

体的に描き出すためのもう一つの視点を求めた。

この「テイラー戦略」という仮説の妥当性を検証す

るために，第6章では，テイラーの管理論についての

公表された著作を検討しそのような構想がそれらの背

後に裏打ちされていることを明らかにし，さらに第7

章と第8章では，スティーヴンス工科大学所蔵のテイ

ラーと M.L.クックとの間の往復書簡やテイラーの講

演原稿を分析しそれらの中にそのような構想がより直

裁に表れていることを指摘した。そして第 8章では，

「テイラー戦略」の内容的吟味を手掛かりとしてテイ

ラー思想の中核的部分に接近するとともに，そこに自

然法則を道徳法則たらしめようとする信念が潜んでい

ると解明し，さらにそれとの関連でテイラーの主張し

た「精神革命」論の労務管理論史における重要性を強

調した。

最後に終章では， R.G. ヴァレンタインやクック等

の管理技術者達がテイラー理論を継承して「同意」の

理論を展開したこと，そしてそのことによってテイラ

ーの思想が人事管理論に現実に架橋されたことを考察

した。そして以上の歴史的分析から，テイラー以後の

管理の理論と実践においてテイラーの思想はその全体
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としてではなくテイラー主義という形で受容され継承

されたこと，しかし「テイラー戦略」を実現するため

のテイラーの管理論的主張がテイラー自身の構想とは

裏腹にその後の管理論発展の基礎であったことを指摘

し，結論とした。

論文審査の要旨

主査九州大学教授丑山優

論文審査担当者［副査 II II 下山房雄

ll ll 助教授遠藤雄二

本論文は，近代的な管理技法の出発点である「科学

的管理」の理論を提唱し，アメリカ経営管理の始祖と

一般に評価されている F.W. テイラーの思想・理論

をオリジナルな書簡にまで丹念に当りながら展開し，

さらにその現代的意義を探るという問題意識に立って

論述したものである。

そのために著者は，まず19世紀末のアメリカにおい

て生起してきた経営管理問題について，テイラーを中

心とする科学的管理運動がそれをいかに捉えていたか，

またテイラー自身が問題の解決方法として，いわゆる

「テイラー戦略」構想をどのように提示していったの

かを分析することから始めたのである。さらにそれが

「科学的管理」以後の管理論に及ぼした影響を追跡す

ることによって，労務管理論史におけるテイラーの思

想を改めて定位しようとしたものである。それはまた

テイラーの思想と，現実に企業に導入されてきた科学

的管理技法とを同一視し，それらを独占的大企業にお

ける労働者管理のための技術・イデオロギーと規定し

た従来の諸研究の成果を批判的に摂取し，管理労働の

社会的自立化の過定を抽出させようとしたものである。

本論文は，序章，第1編「科学的管理」形成の背景

（第1章から第4章）と，第2編テイラリズムの生成

（第 5章から第8章と終章）とからなっている。

以下順を追って内容を説明することにする。

序章「甦るテイラー一今日における「科学的管理」

研究の意義について一」においては，雑誌TheAcad-

emy of Management (Vol. 11. No. 2 , 1986.)のア

メリカ経営学生誕100周年を記念した特集にパイオニ

アとして最初にテイラーがとり挙げられたように，「科

学的管理」の再評価を唱える何人かの論者たちの所説

を手掛かりとして，テイラーの思想が解決済みの過去

の論題では決してないことを明らかにしている。H.ブ

レイヴァマンは行動科学的手法が全盛である現代企業

の労働現場において不可避的な構造としての「科学的
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管理」を発見し，この認識を軸にして現代の労働過程

を分析した。 P.F. ドラッカーは人間関係論，職務充

実やQWL(Quality of Working Life)が「科学的管

理」の延長線上にあることを主張した。なお著者は，

E. A. ロッキー， C.R. リットラー， J.F. ケリー

等の所説を吟味しながら，かれらがテイラーを再評価

しながらも，「科学的管理」とテイラー思想の理解・評

価について著しい混乱があると指摘し，それらを正当

に評価するために「経営思想としての科学的管理」の

背後にあるテイラー自身の思考を内在的に理解する必

要性があると主張している。

第1章「本書の基本的視角ーBraverman論争との

関係で一」においては，労働過程の実質的抱摂の出発

点としての工場制度の成立を説明する従来の二つの立

場，技術決定論 (technologicaldeterminism)と社会

統制論 (socialcontrol)の主張についてのD. クロー

ソンによる批判的検討と，経営労務論における方法論

的立場を吟味しながら，労務管理の発展について分析

する基本的視角を提示している。それは第1に，統制

という現象は管理と抵抗の相互作用によってその具体

的有り様と変化の要因が与えられること，第2に，管

理と抵抗は各々技術的なものと社会的なものとの二つ

の領域をもっており，各々の領域は相互補完的な関係

にあるという基本的な分析視角を提示している。

第2章「内部請負制度の解体」，第3章「クラフツメ

ンの自治と『生産高の制限』」は，「科学的管理」の形

成の契機として従来から指摘されてきた「組織的怠業」

(systematic soldiering)の問題の背景とその実相を，

労働史，経営史の最近の研究成果を手掛かりとして明

らかにしたものである。従来はテイラー自身が， 19世

紀末の労働現場においで慣行していたいわゆる「生産

制限 (stint)」が「組織的怠業」と捉えていたことを，

そのまま無批判的に受け入れるか，その度合いの強弱

を問題にする程度において，当時の内部請負制度の解

体過程を研究対象としてきたものが多かったと指摘し

ている。そのうえで著者は，初めて stintを当時の労働

現場における技術統制と社会的統制の労働者の自律的

統制一般の次元の問題であると認識し，したがってそ

れは出来高給制の下での賃率切り下げに対する，より

先鋭化した抵抗の手段として存在していたのであると

規定した。こうした現象に対して，「管理者による直接

統制を確立することを意図したテイラーの意識にのぼ

った時，『怠業』という軽蔑的な言葉に言い換えられた

のであろう」と分析しているのである。そして stint自

体に「科学」が存在しなかったことによって，産業に

第 61巻第1号

おける政治権力，つまり「作業過程の統制を合法的権

利として主張した使用者からの攻撃に晒され」て，「科

学的管理」に座を明け渡していく過程を詳述している。

第4章「『科学的管理』以前の管理実践ー機械化と記

録制度ー」においては，熟練労働者による作業現場の

統制を破壊するための初期の管理実践としての機械化

と記録制度の導入をマッコーミック収穫機会社とホワ

イティン機械工場に焦点を合わせて分析している。そ

こでは総原価に占める機械費用の割合の増大，それに

反比例する労務費の逓減化，さらに直接労働費から間

接労働費の分離の派生，そしてそれらの監督の必要性

の増大イコール管理労働の自立化を促す過程であると

いうことを資料を駆使しながら論述している。つまり

生産過程における監督費用の採算制の変化が，テイラ

ーに代表される管理技術者の社会的存在になるための

一つの契機になることを明かにしようとしたのである。

第2編「テイラリズムの生成」，第5章「F.W. テ

イラーの両義性」においては，前述の19世紀末の基本

的管理問題に対する解答であったはずのテイラーの著

作の中にみられる矛盾を取り上げる。この矛盾が管理

問題を，テイラーが企業家とは異なった目的をもって

解決を企図したこと，つまり技師の社会的自立化を直

接的に追求したことの中にあるのではないかとしてい

る。そして「科学的管理」を技師のイデオロギーとし

て理解しようとしたJ.マークル等の所説に依拠しな

がら，この「別の目的」に関して「テイラー戦略」と

いう仮説を提示している。つまり著者は管理論として

のテイラーの著作の背景に，技師が専門的職業人とし

ての自律性を確保しつつ，その職業を維持しながら活

動領域を拡大しようとする意図があると規定したので

ある。そしてその専門的知識を武器にして労資の対立

に介在していく構想，つまりは「テイラー戦略」なる

ものがそこにあることを見出しているのである。この

視点から著作の中にある各種の矛盾は戦術レベルのも

のとして統一的に理解できると分析し整理している。

このような仮定に立って，「科学的管理」を起点とする

管理労働の自立化の過程が，企業家の願望をストレー

トに実現するのではなく，まず技師の社会的自立化と

いう願望の下に進行しはじめたと主張し，そこに労務

管理（論）の形成をより積極的に抽出しようとしてい

る。

第6章「F.W. テイラー『テイラー戦略』」におい

ては，テイラー自身がこの「戦略」の構想を明確に意

識していたかどうかを再吟味し，課業制度，計画部と

職能的職長制，精神革命論など表面には能率向上策や，
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単なる経営イデオロギーに見えるものの背景にはそう

した構想が裏打ちされていたことを指摘している。

第7章「『科学的管理法の原理』発表をめぐる諸問題」

においては， F.W. テイラーと M.L. クックとの間

の1907年から1911年における往復書簡（スティーヴン

ス工科大学所蔵）のオリジナルな分析から，テイラー

の代表的著作『科学的管理法の原理』が発表されるま

での経緯を丹念に追跡している。その中から技師の職

業倫理への言及， ASME(American Society of 

Mechanical Engineers)における発表の固執，テイラ

ー自身がそうであるかは別として，ASME内の現状維

持者 (stand-patters)に反対し，反抗者(insurgents)

に支持をすることによって革新主義運動の潮流にいた

経緯を明らかにし，「テイラー戦略」の存在の根拠を探

り，テイラーの構想が当時の社会において決して孤立

したものではなく，プロフェッショナリズムやプログ

レッシヴィズムと軌を一にするものであると結論付け

ている。

第8章「F.W. テイラーの経営理念」においては，

同上工科大学に所蔵されている1914年のテイラーのオ

リジナルな講演原稿を紹介し，これが「テイラー戦略」

の存在を明白にうかがわせる有力な資料であることを

主張している。そしてそこに示されたテイラーの論理

の混乱を整理し，さらにテイラーの思想の最深部には

自然法則を企業の法則たらしめようとする認識があり，

それとの関連において，「精神革命」論の主張が，その

後今日にいたるまでの労務管理論史において重要な意

義をもつとしている。

終章「『科学的管理』から人事管理へ」においては，

R. G. ヴァレンタイン， M.L. クック， R.B. ヴォ

ルフ等の「テイラー戦略」の継承者たちが，テイラー

理論における矛盾を解決していくことをインダストリ

アル・エンジニアが一つの専門的職業として認知され

るための試金石として考え，「同意」の理論を展開し，

それを発展することによって，テイラーの思想が人事

管理者に現実に架橋されていることを論述している。

これは従来管理論者として正当に取り上げられること

が少なかったテイラーの後継者たちの理論を，労務管

理論史の中で正当に位置付け，その役割を積極的に評

価しようとするものである。

以上みてきたように，本論文はテイラーの理論に関

する従来からの内外における研究の成果を十分に咀咽

消化しているばかりでなく，「テイラー戦略」を仮定

し，それのためにわが国において初めて紹介する私信

などの原資料をも活用して，それをきわめて積極的か
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つ詳細に証明しているのである。この結果テイラーに

関する研究に，新たな統一的な理解を現実のものとし

たというきわめて多大な貢献を成したのである。残さ

れた問題としては，テイラー以降の今日に至るまでの

経営管理・労務管理の展開に具体的にテイラーの戦略

が如何に関わり発展してきたのかは必ずしも明かでは

なく，またテイラー・システムが現実の企業において

果たした役割が十分に検証されていない等の点がある。

それらを担酌しても，すでに多くの書評に取り上げら

れ，問題提起の書として，あるいは学界の共有財産と

して斯学での評価も確立しつつある。なお本論文を含

む最近の一連の同氏の研究に対して本年度の日本労務

学界研究奨励賞が授与されている。

また本論文を中心とする専攻分野に関する専門的知

識についても著者の研究歴および研究業績から判断し

て，十分であると考えられる。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位に

値するものと認められる。

駄田井正氏学位授与報告

報告番号乙第103号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成5年11月22日

学位論文題名 経済学説史のモデル分析

主論文の要旨

1. 本書では，ケネーからケインズまでの西欧主流

派経済学の流れをモデル分析として展望している。モ

デル化にあたっては，数式での一般的表現に終わるこ

となく，具体的数値例を提示している。それによって，

モデルのイメージをより鮮明にでき，さらに，数値計

算のプロセスで，必要な仮定を再確認することができ

る。

2. 「ケネーの経済表モデル（第二章）」では，「経済

表」を産業連関表によって解いている。中間生産物と

最終生産物の区別，付加価値の構成を考慮すると，「経

済表」は，農業（生産階級）と工芸品の生産（不生産

階級）の 2部門の産業連関表におきかえられる。ここ

で，賃金が前払いされることと，農業と工芸品の生産

期間の相違を考慮すると，農業の発展が工芸品の生産

を含めた経済発展の原動力となることが示せる。

3. アダム・スミスは，農業のみを生産的としたケ

ネーを批判し，資本家が前払いした賃金を回収するか
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どうかで，労働を生産的労働と不生産的労働に分類し
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た。これによって，「アダム・スミスの経済モデル（第

三章）」では，産業を生産的部門と不生産的部門とに分

割した。また，唯一の貯蓄主体である資本家はすべて

の貯蓄を投資することから，セー法則が成立し，不生

産的部門の性格を考慮すると，両部門それぞれの需給

一致は常に成立する。かくして，「生産的部門の経済成

長率＝貯蓄率x利潤率」の関係が成立し，経済成長政

策としては，市場の拡大による分業の進展，自由競争

による創意工夫，が提唱され，政府の干渉はこれらに

不都合なものとなる。

4. スミスの楽観的な世界観は，マルサスやリカー

ドによって冷水を浴びせられる。人口増大から食料需

要が拡大し，次第に肥沃度の劣る土が耕作されるよう

になると，農業における収穫は逓減的になる。リカー

ドは，この点から差額地代説を提唱し，それにもとづ

いて地主・資本家・労働者の三者の分配関係を明らか

にした。「リカード体系のモデル（第4章）」では，産

業を農業と商工業に分割した。リカード体系について

は，パシネッティ等によってモデル化が試みられてい

るが，ここでのそれは次の 2点において従来のものと

異なる。第1に，各産業の需給一致が保証されること

を前提にしていない。ここでは，需給一致を実現する

機構として価格調整メカニズムを導入し，労働価値説

を前提としていない。第2は，従来のそれではもっぱ

ら定常状態を分析対象としているが，ここでは，数値

計算によって定常状態への収束プロセスをみている。

これによって，穀物を輸入することの効果が比較でき

た。

5. 大陸の経済学の伝統は，一般均衡論という同時

決定システムの想定を生んだ。社会の階級的性格を蒸

留した同時決定の性質を最も簡明に表わすのがワルラ

スの模索過程である。「一般均衡モデル（第5章）」で

は，ワルラスの模索過程を単純なモデルで，数値計算

を行いながらその特徴を明らかにした。特に，この場

合の需給は観念的な概念でのそれであることを示した。

ワルラスの模索過程に対し，クラウアーは，市場参加

者が需給の一致が保証されないと予想するとき，実現

できるであろう需給量にもとづいて意志決定を行う再

決定プロセスのモデルを提示した。この場合の需給は，

有効的概念に基づくものである。このプロセスの特徴

を，数値計算をともなった単純なモデルでワルラスの

模索過程と比較しながら明らかにした。需給の有効的

概念は，ケインズ的マクロ不均衡モデルをミクロ理論

で裏付けるのに不可欠なものである。
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6. 「マクロ一般均衡モデル(1)(第6章）」では，第

5章のミクロ一般均衡モデルを集計することで，マク

ロモデルに変換している。消費財と労働のみが取引さ

れるモデルでは，有効的概念での総供給と総需要が恒

等的に等しいという意味で，セー法則が成立すること

が示され，結果として，完全雇用が実現することとな

る。一方，消費財と労働に加えて貨幣や証券などの資

産が同時に取引されると，セー法則が成立しなくなる

ことが示される。

7. 「マクロ一般均衡モデル(2)(第7章）」および「ケ

インズ的不均衡モデル（第8章）」では，集計の作業を

通じてではなく，代表的企業・代表的家計の概念を導

入することでミクロとマクロの対応を考えている。第

7章のマクロモデルは，第6章を一般化し貨幣と証券

を導入した体系を取り扱っているが，競売人による需

給調節を保持している。

8. 第8章では，証券の取引は競売人を通じての取

引を前提としているが，財と労働についてはそれを前

提にしていない。よって，財市場では，有効的概念で

あっても事前的には需給は一致しない。その意味で，

不均衡モデルとした。したがって，取引的動機での貨

幣需要の存在が不可欠であるから，利子率決定に関す

るパティンキン・パラドックスに答えることができ，

また，各経済主体は市場状況を予測してから行動する

から，将来に対する期待が重要となる。その意味でケ

インズ的であるとした。

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授細江守紀

論文審査担当者副査 ｝］ ／） 大住圭介

ll JJ II 関源太郎

本論文は，ケネーからケインズまでの西欧主流派経

済学の流れを，モデル分析として再構成し，再解釈す

ることを目的としている。とくに，筆者は個々の経済

主体の行動から生じうる経済部門間の不均衡の調整，

および，動学プロセスに焦点をおいて，主要な経済学

者の主張をモデル化することにより，それらの主張の

整合性を確認し，経済学説の大きな流れを評価する分

析方法を提示している。本論文は第1章の序論に続い

て以下のように構成されている。

第2章 ケネーの経済表のモデル

第3章 アダム・スミスの経済モデル

第4章 リカード体系のモデル

第 5章一般均衡モデル
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第6章 マクロ一般均衡モデル(1)

第7章 マクロ一般均衡モデル(2)

第8章 ケインズ的不均衡モデル

第2章「ケネーの経済表のモデル」では，ケネーの

「経済表」を産業連関表によって分析している。「経済

表」を産業連関表をもちいてはじめて解釈したフィリ

ップスの研究を批判的に検討したのち，ケネーの「経

済表」を農業と工業の 2部門の産業連関表として把握

し，農業の発展が工業生産を含めた経済発展の原動力

となることを示している。とくに，地主階級の消費パ

ターン変化，税体系の変化，および，生産物価格の相

対的変化がもたらす経済効果についてケネーの主張の

内容を確認し，農業の発展が経済発展の主要因となる

ことを示している。

第3章ではアダム・スミスの経済モデルを取り扱っ

ている。アダム・スミスは，農業のみを生産的とした

ケネーを批判し，労働を生産的労働と不生産的労働に

分類し，産業を生産的部門と不生産的部門に分割して

いる。また，スミスの想定では，唯一の貯蓄主体であ

る資本家は全ての貯蓄を投資することから，セー法則

が成立することになり，したがって，両部門それぞれ

の需給一致は常に成立する体系となっている。以上よ

り，「生産的部門の経済成長率＝貯蓄率x利潤率」の関

係が成立することになり，スミスの体系における経済

成長政策としては，市場の拡大による分業の伸展，自

由競争による創意工夫が提唱されることになる。著者

はスミスにおける経済成長のダイナミックスをこのよ

うなものとして描写している。

第4章ではリカードの経済モデルを取り扱っている。

ここでは産業を農業と商工業に分割し，付加価値の構

成も，地主・資本家・労働者の分配に応じて，賃金・

地代・利潤に分割されている。リカード体系について

は，パシネッティ等によってモデル化が試みられてい

るが，著者のそれは次の 2点において従来のものと異

なる。第一に，各産業の需給一致については，それが

保証されていること前提にしていない。リカードも，

唯一の貯蓄主体である資本家が全ての貯蓄を投資する

ことを前提にしていて，その限りでは，セー法則が成

立している。しかし， 2部門の場合，セー法則の成立

が両部門の需給一致の十分条件にならない。ここでは，

需給一致を実現する機構として，価格調整メカニズム

を導入しているわけである。第二には，従来のリカー

ド体系モデルでは，定常状態をもっぱら分析対象とし

ていたが，ここでは，数値計算によって定常状態への

収束プロセスを検討している。この収束プロセスの検
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討によって，穀物輸入の経済効果の動態的比較をおこ

なっている。

第5章ではワルラスの一般均衡理論を検討している。

大陸の経済学の伝統は，一般均衡理論という同時決定

システムの想定を生んだが，社会の階級的性格を蒸留

した前払い経済でない同時決定の性質を最も簡明に表

わすのがワルラスの模索過程である。著者は，ワルラ

スの模索過程を， 2種の消費財と 1種の投入一労働の

モデルによる数値計算にもとづいて吟味し，その場合

の需給は，観念的(notional)な概念でのそれであるこ

とを示した。これにたいして，市場の参加者がある種

の財・サービス，特に労働について，需給一致が保証

されないと予想するとき，実現できるであろう需給量

にもとづいて意志決定を行う，いわゆる再決定プロセ

スにおける有効的 (effective)概念に基づくモデルを

構築し，ワルラスの模索過程との対比をおこなってい

る。

第6章「マクロ一般均衡モデル(1)」では，前章のミ

クロ一般均衡モデルを集計することで，それをマクロ

モデルに変換する作業を行っている。消費財と労働の

みが取り引きされるモデルでは，有効的概念での需給

が提示されたならば，総供給と総需要が恒等的に等し

いという意味で，セー法則が成立することが示される。

マクロモデルにあっては，このことは生産物にたいし

て常に買い手がいることを保証し，結果として，完全

雇用が実現することを意味するが，必ずしも非自発的

失業の消滅を意味しないことが確認される。一方，消

費財と労働に加えて，貨幣や証券などの資産が同時に

取引されると，セー法則が成立しなくなることが示さ

れる。

第 7章「マクロ一般均衡モデル(2)」では，代表的企

業・代表的家計の概念を導入することでミクロとマク

ロの対応を考えている。第6章の拡張として，貨幣と

証券を導入した体系を取り扱うことによって一般均衡

の特徴を明らかにしている。とくに，競売人による需

給調節を保持したワルラスモデルの一般化，および，

不均衡を前提とした再決定プロセスの分析がおこなわ

れ，調整プロセスの不安定さを指摘している。

第8章「ケインズ的不均衡モデル」では，前章と同様

に，証券の取引は競売人を通じての取引を前提として

いるが，財と労働についてはそれを前提にしていない。

すなわち，これらの取引については，有効的概念であ

っても事前的に需給が一致しない可能性がありうるこ

とを考慮にいれた不均衡モデルの分析を導入し，ケイ

ンズモデルのミクロ的基礎づけをおこなっている。こ
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のモデルでは，各経済主体は，市場状況を予測してか

ら行動するから，将来に対する期待が重要となる。そ

の意味でケインズ的であるといえる。また，このモデ

ルの意義の一つは，利子率決定に関するパティンキ

ン・パラドックスに答えることができることである。

これは，取引的動機での貨幣需要の存在が不可欠であ

るからである。著者はこのモデルにおいてどのような

期待形成をもつかが経済の安定性に重要な影響がある

ことを指摘している。

以上のように，著者は主要な経済学者の学説内容を

モデル分析という大胆かつ斬新な手法を駆使して従来

の学説に対して多くのあたらしい視角と評価を提示し

ている。経済全体の調整メカニズム明示した分析視角，

とくに，リカードモデルにおいて不均衡分析を導入し

たことはおおいに注目される。また，モデル分析の内

容も極めて現代的な成果を積極的に取り入れたものと

なっている。とくに，一般均衡分析やケインズモデル

の分析では有効概念をもちいた不均衡分析を明示的に

導入し，調整過程の特徴を明らかにしている。もとよ

り，このようなモデル分析によってそれぞれの著名な

経済学者の学説を十分に把握できるとは考えられない

が，こうしたアプローチによる分析方法は共通の土俵

のうえで学説の比較検討するという作業を考える場合

非常に有効な方法であると思われる。このような方法

のもとでなされた研究はまた端緒についたばかりであ

り，その意味で著者の研究は斬新かつ野心的なもので，

学界においてもおおきな影響をあたえている。

また，本論文を中心とした専攻分野にかんする専門

知識についても，本人の研究歴および研究業績から判

断して，十分であると考えられる。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと認める。

岡本幸雄氏学位授与報告

報告番号乙第104号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成6年3月3日

学位論文題名 地方紡績企業の成立と展開

一明治期九州地方紡績の経営史的研究一

主論文の要旨

本論文は，戦前わが国資本主義の発達，工業化の先

駆けとなり，またその中心的役割を担った繊維産業，
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なかんずく綿糸紡績業を研究の対象としたものである。

当研究においては，明治20年代の紡績産業資本の成立

期および同30年代前半期に早くも寡占状況を呈し始め

た時期に焦点を置き，この時期における紡績企業，特

に，地方紡績企業の成立と展開過程を個別・実証的に

明らかにしようとしたものである。

ところで，以上の時代における紡績企業の研究史に

おいて，中央都市紡績企業の研究は少なくないが，地

方紡績企業のそれが必ずしも十分に行われてきたとは

言い難い現状に鑑みて，この地方紡績企業の成立と展

開を研究課題としたが，それはわが国の紡績産業資本

（企業）は単に中央都市においてのみならず地方にま

で及ぶ裾野広い展開の上にそれが成立したものであり，

紡績業発展の全体像を明らかにするためには，これま

で研究の手薄な地方紡績企業の存在形態をより具体的

に把握することが重要との認識に依る。

しかして，本論文の地方紡績企業の経営史的研究に

おいては，少なくとも以下の問題視点に立っている。

すなわち， (1)原資料に基づいて個別企業の創設事情，

経営実態を出来るだけ具体的に復元を図ること， (2)地

方紡績の設立を推進していった地域のその担い手，企

業者の活動と役割を明らかにすること， (3)明治20年代

の企業勃興期，株式の発行・引受機関が十分に機能し

ていなかった段階における株式資本の調達―その方

法・形態・分布（資本の流れ）—, 株主・重役構成

の特徴とその性格はどうであったか， (4)同時期におけ

る地方紡績企業の経営構造—綿糸の生産，流通・市

場戦略，労務管理，組織と運営等ーー，およびそれぞ

れの財務構造の特徴などを，時の国内外や地域の社

会・経済環境の変化との関連において考察し，もって

その企業経営の実態・推移を分析すること， (5)明治30

年代の比較的早い時期から次第に地方中小紡績の多く

が合併・買収の対象となったが，これまでの研究は，

中央都市大紡績による合併側からのそれであって，被

合併側に立った研究が殆どこれを見ない状況において，

この合併された立場から，地元資料の発掘をもって具

体的にすること，などである。

おおよそ以上の経営史的問題視点を踏まえながら，

本論文は，地方紡績企業のうち，その一つである九州

地方，特に福岡地方に成立の三紡績企業に関して個

別・実証的な分析と考察を与えたものであり，当論文

の章別編成は次のとおりである。

序論—問題の所在—

第一章三池紡績会社の設立と三井・益田孝の役割

第二章 三池紡績会社の組織改革と市場活動
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第三章 三池紡績会社の職工雇用に関する諸問題

第四章 三池紡績会社の鐘紡合併論と九州合併論

第五章 久留米紡績会社の設立と経営・財務構造

第六章 三池・久留米・熊本三紡績の合併と九州紡績

会社の成立

第七章博多絹綿紡績会社の設立と経営•財務構造

第八章博多絹綿紡績会社の経営刷新と合併

補論岡山地方紡績の展開—九州地方における資

本・市場関係との関連において—

与えられた紙副の都合上，各章の内容を詳細になし

得ないが，一応章別構成の順序に従って，それぞれの

問題点，特徴を極く簡単に要約しておこう。

序論において，明治20年代の二回の企業熱における

わが国紡績企業ならびに九州地方紡績展開の様相を明

らかにし，この中において福岡地方紡績を考察の対象

とした課題の位置づけを行った。これを受けて，同地

方に設立の三池・久留米・博多絹綿紡績について，前

述の問題視点に立ちながらそれぞれを考察している。

本論文は，これら三紡績のうち三池紡績に重点を置い

ているが，これは同地方において少なくとも三池紡績

を軸に展開したことにある。かくして第一章～第四章

は三池紡績に関する経営史的諸問題に当てている。こ

こでは，同紡績が三井物産益田孝の勧奨と野田，永江

らの地元の起業意欲とによって設立されたこと，創設

時の発起株依存の形態，三井・東京株主を中心にした

株式分布の広がり，東京株式所上場事情，発起人•株

主・重役構成の特徴，益田孝の三池紡績経営上のリー

ダーシップなどを明らかにし（第一章），また，企業熱

下の新設・増設による企業間競争激化の下における三

池紡績の市場戦略の転換（国内市場型から輸出市場型

へ），増設，市場戦略の転換等に伴う組織改革と人事の

刷新，九州市場における特約販売店の組織化，特約商

人との拮抗関係を詳細にし（第二章），さらに，経営構

造を形づくる同社の職工雇用，労務管理問題の特徴を

他社との比較において論じている（第四章）。そして最

後に，三池紡績における三井系鐘淵紡績との合併か，

地元各紡績との合併かの論議を取り上げ，結果的に九

州合併論に至った過程を考察すると共に，三井内部に

おける中上川（銀行派）と益田（物産派）との確執，

合併時における野田卯太郎の行動に関する絹川説への

疑義に論及している（第四章）。

以上の三池紡績に次いで，第五章では久留米紡績を

取り扱っている。地場産業久留米機業地帯への原糸供

給を目的に設立された同社は，久留米の有力商人・士

族・資産家によって発起され，地元資本依存の株主構
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成をなしていること，株式資本調達，増資時における

株主割当形態の存在の確認，同社の市場構造，特に絣

用「和認」生産の特徴をもった国内市場型であること，

機業地帯立地上から規定された労働市場の狭陰性によ

る女エ比率の低さ，女エ賃金の高さなどの労務問題に

言及すると共に，同社の財務構造分析を行い，明治20
年代の高収益・高配当に対して，同30年代初期の紡績

不況・経営不振による損失・無配当を分析し，やがて

合併に至った必然性を明らかにしている。

第六章は，前述第四章の九州合併論の実現を具体的

に考察したものである。三池紡績による久留米・熊本

両紡績の合併，九州紡績会社の成立に至る過程を詳論

している。すなわち，三社合併による経営効果，綿糸

生産・市場における三社の分担体制，合併時の資産・

資本評価問題，合併会社九州紡績が直面したこれまで

の三社三様の組織・管理体制の統一化といった現実的

問題を明らかにした。この合併における統一化問題は，

一般の合併を考える上で示唆を与えるものである。

しかして，第七章，第八章は，これまで殆どその実

態が知られなかった博多絹綿紡績について，その経

営•財務構造の復元を行い，ここでも前例に倣って株

式資本の調達，その募集形態・分布を通して発起株依

存型の特徴を析出し，主に地元商人資本に依拠してい

たこと，国内市場型から輸出志向型の戦略をとったが，

開業間もなくおそった国内外の経済・市場環境の変化，

紡績不況の下で，株金払込の末済，恒常的な職工不足，

生産能率の低下などの状況を呈し，財務構造分析で明

らかなように，多くの累積赤字を出し，開業以来無配

当に終わった経営事情を分明にし，やがて鐘淵紡績に

合併を余儀なくされるに至った過程を論じたものであ

る（第七章）。この鐘紡への合併について，博多紡績側

の資料に基づいてこれを明らかにしたのが次章である。

同社では経営立直しのために，それなりの経営刷新を

行った事情を詳細にすると共に，極めて不利な合併条

件，合併後もなお続いた配当金＝「預け金」問題につ

いて論じている。

以上が本論文の主内容である。しかして最後に，当

論文を補強する意味において，岡山地方における玉

島・岡山・倉敷三紡績の九州での資本・市場関係問題

に触れておいた。具体的には和紹糸をもって三社が九

州市場に進出，あるいは後退していった事情や，玉島・

岡山両社が博多・久留米商人らの出資を多く仰いでい

た実態と，その資本の流れの理由等の考察これである。

以上。
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本論文は，明治期工業化推進の基幹的役割を果たし

た綿紡績業を研究の対象とし，紡績業の確立過程にあ

る明治20年代から明治30年代前半にいたる時代につい

て，九州の代表的な企業を選んでそれらの経営に関す

る史料を収集し，その分析を土台として，全国的展望

のもとで地方紡績企業の展開過程を考察している。初

期の日本紡績産業は全国の諸地方に偏在して立地して

いたが，従来の研究では西日本の紡績企業についての

検討が手薄であった。本論文はその空白部分をできる

だけ埋めながら，中央資本の影響がなお確立する以前

の時期における九州紡績企業の独自な経営活動に注目

して，紡績業確立期の核心に迫ろうとするところに，

最大の特色がある。

本論文の章別編成は，以下のとおりである。

序論—問題の所在—

第一章三池紡績会社の設立と三井・益田孝の役割

第二章 三池紡績会社の組織改革と市場活動

第三章 三池紡績会社の職工雇用に関する諸問題

第四章 三池紡績会社の鐘紡合併論と九州合併論

第五章 久留米紡績会社の設立と経営•財務構造

第六章 三池・久留米・熊本三紡績の合併と九州紡績

会社の成立

第七章博多絹綿紡績会社の設立と経営・財務構造

第八章博多絹綿紡績会社の経営刷新と合併

補論 岡山地方紡績の展開ー一九州地方における資

本・市場関係との関連において—

序論では，政府主導の殖産興業政策による草創期か

ら，明治20年代の企業創設と活発な企業活動の熱気に

溢れる状況を概観して，従来の研究では殆どなかった

この時期の九州地方紡績企業史の全般的な描写を試み

ている。すなわち，明治19年頃から23年恐慌まで第1

次民間企業熱が高まり，鉄道・綿糸紡績業などに株式

会社設立ブームが生じたが，さらに日清戦中・戦後か

ら30年頃にわたって第2次の企業熱が再燃した。第1

次企業熱の段階で大きな役割を果たしたのは，地域に

おける企業者の活動であり，また地方紡績企業による

株式資本の調達であったが，明治20年代後半には，紡

績業において比較的高収益と高配当を行う経営的成功

が刺激となって，第2次企業熱をもたらしたのである。

ついで明治30年代前半期，不況状態のなかで地方紡績

第 61巻第1号

企業の多くは資本結合（合併，買収）の対象となった

が，それは中央資本による支配の進行のなかでの，両

者の拮抗関係として現れたという。この叙述のなかに

は，結局は中央の資本に合併されることになるとはい

ぇ，それまで精力的に経営活動を展開した地方の企業

家の立場から，個別的かつ実証的に問題を見ていこう

とする，本論文の基調がよく表れている。

第一章から第四章までには，本論文のおよそ半分の

頁数が費やされて，三池紡績の考察に当てられている。

まず第一章では，明治22年久留米紡績にきびすを接し

て創設された三池紡績会社について，創設事情や株式

資本の調達，株主構成の特徴などを明らかにした上で，

とりわけ益田孝が同紡績会社の経営上に果たした役割

を高く評価している。そもそも三池紡績は三池炭鉱の

払い下げを巡って地元との緊張関係を誘発した三井物

産が，融和策として地元企業家の野田卯太郎，永江純

ーらとはからい明治22年に創設された。発足当時日本

では株式の発行・引受機関がまだまだ未成熟であり，

同社株式資本の調達は発起株と賛成株に依存せざるを

えなかった。その株主構成の分析は，地元史料を丹念

に渉猟しながら詳細を極めている。即ち株主のなかで

も主要部分を占める発起人は，福岡県の三池・山門両

郡出身者の均衡の上に構成されているが，山門郡の場

合は士族が圧倒的に多いのに比べて，三池郡側は若干

の士族と地主はいるが，野田・永江らに代表される三

池銀行や三池土木会社の重役が，多く含まれていると

いう違いが存在していた。また明治31年現在筆頭株主

である三井による，資本の約四分の一所有という比率

の高さも注目されるところであり，それを代表する益

田孝が果たした役割は，こうした事情を反映するもの

であった。三池紡績会社取締役としての益田孝は，人

事・職制・金融・経営方針に強力なリーダーシップを

発揮している。さらに三池紡績株式の流通について，

特に地元紡績企業としては稀有な，明治27年に始まる

東京株式取引所への上場（当時東京株式取引所の上場

紡績銘柄は 7銘柄にすぎなかった）の経過が，詳細に

論じられているのも注目される。

第二章では，三井紡績発足の当初から存在していた

激しい競争のなかで，この会社がとった方策が検討さ

れている。すでに明治17年末には，玉島紡績，岡山紡

績，広島紡績らが久留米機業地帯を中心に九州に販路

を開拓していたし，その後も明治18年以降大阪紡績，

浪華紡績，天満紡績，平野紡績，倉敷紡績，宇和島紡

績等が九州市場に進出してきていた。これに対して，

20年代に設立された久留米紡績，三池紡績，熊本紡績
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の九州地方の紡績会社は，競争激化による複雑な市場

関係のなかで，九州市場の確保に成功した。事業を拡

大しつつあった三池紡績は，厳しい地域内競争に対処

するための九州市場の確保にいっそうの努力を積み重

ねるとともに，基本的な戦略として，いち早く輸出志

向を強めて大陸市場への進出を図り，また大阪を中心

として各地へ販路を拡大していった。そのために，組

織改革，人事の刷新，大阪出張店の開設などの対策が

講じられたが，ことに注目されるのが，九州各地の綿

糸商人の組織化であり，いわゆる「特約販売店制度」

が確立されていったという。

第三章は労働問題について，職工の養成とその確保，

職工管理の態様，労働力構成，賃金体系などの特徴を

考察したものである。まず，紡績連合会加盟の既設会

社への技術伝習生の派遣による，下級技術者と熟練職

工の養成と，工場数の増設にともなって進められた，

遠隔地にまで及ぶ職工の雇用が描かれている。ついで，

職工の不足によるその争奪現象が激化するにともない，

職工の移動にたいする防止策が講じられ，信認制度と

皆勤・満期賞与制度が併用され，寄宿舎や貸家の建設

や寄宿女エヘの教養講座開設など，福利厚生面にも注

意が払われるようになったと論じられている。さらに

職工の管理組織については，「営業規則」と「職工規則」

に基づいて検討が加えられており，労働力構成と等級

別賃金体系については，職工に占める女エ比率の高さ，

女エ賃金の低位性，日給制から請負給制への移行の進

展などに示される三池紡績の特徴を，久留米紡績や熊

本紡績などと比較しながら明らかにしている。

一般的に紡績不況期にあった明治30年代には，「紡績

合同論」が主張されたが，三池紡績もその当事者であ

った。第四章では，日誌，日記，書簡などの資料に基

づいて，三池紡績の合併問題を，三井系の鐘淵紡績と

の合併か，九州の紡績諸社との合併かという，議論の

対立を中心に追っている。この過程で生じた三井内部

の，鐘紡合併論に積極的な銀行派（中上川彦次郎ら）

とそれに不同意の物産派（益田ら）との確執が，「守山

書簡」の紹介によって明らかにされている。また三池

紡績内部における鐘紡合併派（野田）と九州合併派（永

江）の意見の対立も生じていた点が，解明されている。

結果的には野田も九州合併論を受け入れ，中上川もこ

れを是認し，九州合併論に落着したと結論づけている。

なお九州合併論によって成立した九州紡績会社は，そ

の後守山又三の綿花・綿糸買占めによる投機失敗で，

経営上決定的な打撃を受け，三井による救済を経て，

鐘紡への合併を余儀なくされたという。
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第五章は，明治20年代の第1次企業熱下において設

立された，久留米紡績会社の創設事情と労務•財務構

造の特徴を明らかにしたものである。久留米紡績は，

久留米絣生産への原糸供給を目的に，地元の有力綿

糸・絣問屋商人，旧久留米藩士族，第六十一国立銀行

関係者などの資産家の手によって明治22年に設立され

た。同社の株式資本の調達は，発起株・賛成株・増資

株を主力としており，三池紡績とは異なった地元出資

者依存の株主構成をとっている。久留米紡績は地場機

業の需要に応じて，支那棉の使用による和紹仕立ての

生産を中心に発足した。三井物産を通じての原料輸入

のための立地条件にも恵まれ，地場機業地帯で操業す

る有利性を生かし，綿糸・絣問屋等地元の積極的な協

力を得て，和認市場での地位を高めていった国内市場

志向型の紡績会社である。さらに同社の労働問題を検

討して，機業地帯に立地していたため，紡績に雇用す

べき新たな労働力が得難かったこと，従って他の地帯

に所在していた紡績会社と比較して女エ比率が低く，

女エ賃金が高いという特徴を析出している。また，早

くから等級別賃金体系を導入して， 1等から23等級ま

での細分化を実施していたという。財務構造について

は，貸借対照表の分析から，資本・資産構成，財務の

流動性，収益性，利益処分などを検討して，明治20年

代には比較的高収益をあげて一定の配当をなしえたが，

30年代に入ると，紡績業の不況下で経営不振に陥り，

損失を計上して無配当を記録し，合併される必然性を

胚胎したと論じられている。

第六章は，第四章で問題となった九州合併論が実現

されて成立した九州紡績会社を主題としている。明治

30年代における一般的な紡績不況を背景に，合併・買

収の形で紡績合同が進行するが，この章ではまず三

池・久留米・熊本紡績の合併の経緯について述べ，当

事者たちが3社合併から期待していた経営効果を論じ

ている。それは主として， 3社間の分業（その最大の

部面が，輸出一三池紡績，久留米機業一久留米紡績，

国内市場一熊本紡績という，国内外市場での 3社分担

体制）と職工争奪競争の除去である。次に， 3紡績会

社の合併条件を取り上げ，合併時の資産査定と経営状

態の検討を通じて， 3社の合併時までの資本金が，新

会社においては，三池紡績同額 (100万円），久留米紡

績9掛 (45万円），熊本紡績6掛 (18万円）と評価され

るにいたったことを明らかにしている。続けて詳細に

検討されている，合併に伴う組織・管理体制の統一に

ついては，統一的規則・会議組織の欠如，業務成績の

不明確さなど，問題点が摘出されている。けれども，
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ともかく明治32年に成立した合併会社の九州紡績は経

営改善を進めつつ，「海外7分，内地3分」の経営・市

場戦略を展開して，旧3社間での「分業の利益」を追

求することができたと，評価されている。

第七章は，残された史料が十分でないために従来殆

ど知られていなかった，博多絹綿紡績会社（博多紡績）

の創設の事情や経営の実態を，独自の史料調査を交え

て明らかにしたものである。同社は第2次企業熱下の

明治29年，博多の呉服・綿糸問屋やその他の有力商人

の発起によって設立されたが，当初計画されていた絹

糸生産は実現せず，綿糸生産に終始した。株式資本の

調達については，全国の紡績会社にはその例を見ない

と思われる発起株依存型を取っている。そして，上位

株主や創立委員・相談役等の役職者を詳細に検討して，

当時の有力博多商人が網羅されていることに注目して

いる。さらに同社の経営•財務構造を分析して，国内

市場はもちろん国外輸出を目指す生産・市場戦略を取

ったが，折悪しく紡績不況に見舞われ，経営不振を重

ねるに至った経過が明らかにされている。職工不足，

生産能率の低下などのなかで，その財務分析表に表れ

るように，過大な設備投資，借入金依存，不安定な財

務流動性などに苦しみ，多くの赤字を出し，開業以来

無配当を続ける結果となり，結局明治35年には鐘紡ヘ

の吸収合併を余儀なくされたのである。

第八章では，第2次企業熱下で創設された中小紡績

である，同じ博多紡績の例を検討して，明治30年代前

半期の紡績不況のなかでの経営不振と，大手資本によ

る合併・買収の典型的な事例として描写している。不

況のなかで，博多紡績も経営不振に手を棋いていたの

ではなく，それなりの経営刷新を図ったのであったが，

結果的には挫折して鐘紡に合併されたのであって，こ

の過程が本章では克明に追求されている。そして，博

多紡績側の資料によって，合併に際しては極めて不利

な条件（それを具体的に示すのが，鐘紡株2対博多紡

績株5という合併比率）を呑まされており，合併後も

元博多紡績株主への配当用預け金問題で紛糾したこと

などを明らかにしている。

補論は，九州以外での地方紡績業の研究であるが，

岡山地方の 3紡績会社（明治15年開業の玉島紡績，明

治14年開業の岡山紡績，明治22年開業の倉敷紡績）の

経営活動を取り上げ，特に九州地方での市場と資本調

達の問題を論じて，本論文の主題を側面から補強して

いる。これらの紡績会社は，いずれも開業当初から和

紹生産で九州の久留米・熊本・博多等を主力市場とし

ていた事情があり，特に玉島• 岡山両紡績では有力株
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主に博多・久留米を中心にした九州地方の商人が多く

見られ，しかもその持株比率の高さが注目されている。

以上が本論文の要旨である。従来日本の綿紡績業に

ついては多くの業績が積み上げられてきたが，その展

開を日本資本主義の全体的な構造分析の枠組みのなか

で位置づけようとする志向のみが， ともすると強く打

ち出されていた先行研究に対して，豊富な史料に基づ

く多数の実証例を挙げて肉付けし，場合によっては従

来の学説に批判的な検討を加えたところに，本論文の

特色を見ることができる。欧米より遅れて出発するこ

とになったわが国の紡績業は，その確立のために大規

模経営を一挙に実現することを迫られたが，それに関

わる諸問題が，明治期綿紡績業の歴史的研究における

主要な論点をなしてきた。すなわち，株式会社制度の

導入，在来有力綿関係商人の機械制紡績業への関与，

経営規模拡大のための増資の態様と銀行借入金への依

存度，さらには手形割引に関する政府の財政・金融政

策の影響，国際的技術水準の機械の導入，輸入綿花ヘ

の依存度，多様な労働力対策（労働力移動の阻止策と

遠隔地での募集策）などであり，これらはなお検討さ

れるべき課題として山積している。本論文は，それら

の問題を九州における個別紡績資本という場において，

詳細に検討した仕事となっている。この問題に関する

標準的な叙述（阿部武司「綿工業」『日本経済史 第4

巻産業化の時代』上，岩波書店， 1990年， 177-179

頁）が，本論文に触れているように，明治期地方紡績

業に関しては，今後の研究で絶えず参照を求められる

ことになろう。

本論文では，九州の紡績企業を素材として，日本資

本主義の全体的な，あるいは構造的な問題について，

正面切った発言をするという態度は見られない。しか

し，本論文がそうした問題に対しても，黙示的に重要

な提言となっている場合があることも，見逃してはな

らない。それは，ことに日本における綿紡績業の確立

期という論点について，よく表れている。従来の研究

では，この時期を明治23年恐慌頃とする見解と，もっ

と遅く日清・日露戦間期に求める説とを両極として，

多様な説が提出されてきた。それらにおいて指標の取

り方は一様ではなかったが，外国綿紡績業からの自立

度に注意を集中して，確立期を問題とする傾向がどう

しても強かった。これに対して本論文では，あくまで

も日本綿紡績業の展開を内在的に検証するという立場

から，地方紡績業の史料を博捜して，中央資本に支配

されるに至る以前のその多彩な経営活動を描写するこ

とによって，明治20年代にはわが国の綿紡績業が確立
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したと考えざるをえないと，自ずと結論させる形にな

っているのである。

著者は本論文の他にも，すでに『明治期紡績労働関

係史』（九州大学出版会， 1993年）を刊行しており，ま

た『明治期紡績技術伝播とその周辺』（仮題）などの著

作刊行も予定されていて，先述の諸課題の分析をさら

に深められる予定である。

なお本論文を中心とした専攻分野に関する専門知識

についても，本人の研究歴及びその他の研究業績など

より判断して，充分であることが認められる。したが

って本論文は博士（経済学）の学位を授与するに値す

るものと認める。

鈴木洋太郎氏学位授与報告

報告番号甲第20号

学位の種類経済学博士

授与の年月日 平成5年12月15日

学位論文題名 国際立地の研究ー多国籍企業の立地と

世界経済の地域構造

主論文の要旨

本研究は，「経済現象の地域（空間）的展開・構造」

を解明することを課題とする，経済地理学・立地論の

観点から，世界経済の現代的特徴と考えられる「多国

籍企業の立地行動」および「世界経済の地域的展開」

について考察する。

経済現象の地域（空間）的展開・構造は，様々な側

面からとらえられるが，生産者（企業）と消費者（家

計）の立地行動を通じた「生産と消費の地理的分布」

とそれにより規定される「生産物の地域間循環」は最

も根本的な分析視角である。生産と消費の地理的分布

は，特定の経済現象が支配的で何らかの意味のある実

態的な範囲＝「経済地域」を形成する。こうした経済

地域としては「産業地帯」や「経済圏」が認識される

が，産業地帯は同種の製品を生産する企業活動の局地

的な分布状況であり，経済圏は様々な企業活動が集積

する経済中心地とその圏域一そこではモノ・情報・ヒ

ト・カネが循環する一である。

現代の企業活動とその地理的配置を把握する上で，

企業内分業の進展（企業組織の分化）と競争状況の変

化（市場構造の寡占化）を考慮する必要があり，寡占

企業の複数拠点立地が産業地帯や経済圏などの経済地
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域の編成に大きく関わっている。寡占企業の複数拠点

立地は，「企業内地域分業」により低コスト化を追求し

つつ，「市場圏分割的立地」により市場シェアを確保・

拡大するといった「企業の立地行動」として把握され

る。企業内地域分業は異なった産業地帯を包摂するよ

うに経済圏を形成させ，市場圏分割的立地は同種の産

業地帯を分断するように経済圏を形成させる。

多国籍企業活動の進展は，企業のグローバルな立地

行動として把握されるものである。ただし，立地原理

を多国籍企業に適用する上で，国内レベルとは異なっ

た「国際的立地条件」を考慮する必要がある。国際的

立地条件は，賃金や外部経済の国際的格差，保護貿易

措置や投資優遇措置の存在，市場ニーズの国際的相違

などによって特徴づけられる。また，多国籍企業が国

際的立地条件をどのように考慮するかを検討する上で，

「多国籍企業の立地要因」を吟味する必要がある。

多国籍企業の立地行動は先進国と発展途上国をまた

がってなされるが，先進国への立地行動は「市場指向

的」なものであり，発展途上国への立地行動は「労働

指向的」なものである。こうした多国籍企業の立地行

動の増大は，「産業の国際的なリストラクチャリング

（再構築）」のもとでの各国間および企業間の競争の激

化に関連している。各国間の競争の激化は，貿易摩擦

に伴った保護貿易措置の拡大をもたらし，「人為的輸送

費用」を回避するような市場指向的立地行動を促進し

た。また，企業間競争（非価格競争）の激化は，「市場

への接触の利益」の獲得から，こうした市場指向的立

地行動を促進した。さらに，企業間競争（価格競争）

の激化は，国際競争力を維持するために労働費用の削

減を重要なものにし，労働指向的立地行動を推進した

が，こうした労働指向的立地行動の増大には，多国籍

企業の誘致を目指した発展途上国（中進国）政府によ

る投資優遇措置（特に投資奨励地域の設置）が影響し

ている。

「経済諸力の世界的レベルでの地理的移動」や「特定

の地理的範囲にある諸国間の相互依存の増大」といっ

た世界経済の地域的展開が注目されるが，このことを

把握する上で，産業地帯や経済圏といった経済地域の

概念を活用することが重要である。

「産業の国際移転」は，経済諸力の世界的レベルの地

理的移動を意味するが，産業の国際移転としては欧米

諸国から日本，さらには一部の発展途上国（中進国）

へといった工業の既存中心地から周辺地への波及が認

識できる。だが，産業の国際移転の現代的特徴として

注目すべきは，日本から欧米諸国への移転のような「逆
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流」現象であり，これは先進諸国間の生産地再編を反 ばならない。それは，国土の一部を構成する地域経済

映した産業移転である。こうした先進諸国間の生産地 なるものは，あくまで国土システムの一分肢であり，

再編は，先進諸国間における「産業構造の同質化」と それ自体が自律的に発展するというモデルは現実的で

「主導産業（リーディング・インダストリー）間のぶ ないのに対し，世界経済を構成する各国経済なるもの

つかり合い」の結果生じたものである。また，アジア が，世界システムの一部であるとともに，それ自体生

NIESなどの中進国も主導産業へと参入してきており， 産力の増大と産業構造の高度化という内在的な発展原

「世界的レベルでの産業地帯の外延的拡大と再編成」 理をもっている，という点にある。著者は，この点に

が進行していると認識される。 注目し，多国籍企業の立地行動と各国経済の産業構造

「経済統合・地域協力」は，特定の地理的範囲にある 展開の二つの視点から接近しようとしている。

諸国間の相互依存の増大を意味するが，これは世界レ こうした立地論・地域構造論・多国籍企業論・産業

ベルでの産業地帯の外延的拡大と再編成のもとでの企 構造論・産業の国際移転論の成果をとりいれながら世

業（生産者）のグローバルな立地行動と国（生産地） 界経済の地域構造に接近しようというのが，本論文の

の地域開発行動により推進される。経済統合・地域協 問題意識であり，「序問題意識と研究課題」で簡潔に

カの進展は，世界レベルの様々な経済圏の編成を通じ 論述されている。

て，これらの経済中心地である諸都市に多大な影響を 本論文は， II編・ 5章によって構成されている。

与えるものである。いくつかの都市は，国を越えたモ 第I編「多国籍企業の立地論」は，第1章「立地概

ノ・情報・ヒト・カネの循環をコントロールする「国 念の整理」，第 2章「多国籍企業の立地ー理論的検

際的機能」を持つようになるが，こうした「都市のグ 討」，第3章「日本多国籍企業の立地構造」の 3つの章

ローバル化」が今後どのように進んでいくのか把握す で構成されている。

る上で，経済統合・地域協力の進展が，「世界都市シス 第II編「世界経済の地域的展開・構造」は，第4章

テム」を規定する世界的レベルの重層的な経済圏をど 「産業構造の地域的展開・構造」，第5章「地域協カ・

のように再編していくかとともに，それぞれの域内に 経済統合の進展」の 2つの章からなっている。そして，

成長力のある産業地帯をどの程度包摂できるかが重要 終章では，第 I編と第II編の総括がなされている。内

なポイントとなる。 容を簡単に紹介しておこう。

論文審査の要旨

｛主査九州大学教授矢田俊文

論文審査担当者 副査 ll ll 徳永正二郎

ll ll ll 下山房雄

本論文は，国民経済を前提にして構築されている経

済立地論を国際経済という舞台に適用し，世界経済の

地域構造の解明に切り込んだ意欲的な作品である。著

者の言葉を借りれば，「現代世界経済の問題に対して，

経済現象の地域（空間）的展開・構造の解明を目的と

する，．経済地理学・立地論の観点からアプローチする

ものである。立地原理や地域概念を利用しながら，世

界経済の複雑性の背後にある基本的傾向を可能な限り

見極めてみたい」ということになる。その際，多国籍

企業の立地行動に注目し，その立地行動の解明を通し

て世界経済の地域的展開の解明に迫ろうとしている。

もちろん，寡占企業の国内での立地行動を通じて国

民経済の地域構造＝国土構造を解明しようという既存

の経済地理学の手法を世界経済に適用するにあたって

は，基本的な点で異なっていることに留意されなけれ
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第1章「立地概念の整理」では，「従来の立地論研究

の欠点の 1つは，世界的レベルにおける立地法則の検

討が不十分であったことである。企業の多国籍化，生

産の国際化という現象は，世界的レベルでの立地研究

をこれまで以上に要請する」との立場から，ウェーバ

- (Weber, A.), クリスタラー (Christaller,

W.), レッシュ (Losch,A.)らの立地理論，フーヴ

ァー (Hoover,E. M.), グリーンハット (Green-

hut, M. L.), スミス (Smith,D. M.), プレッド

(Pred, A. R.)らの現実への適応を意識した立地分

析手法に関する諸見解を手際よくサーベーしている。

さらに，こうした理論的成果のうえにたって，企業行

動の視点から，「超過利潤獲得競争の空間的側面」とし

ての立地をとらえなおし，ー企業ー工場を前提とした

モデルでの労働費用因子，集積因子，輸送費用因子，

収入因子的視野からの分析に加えて，ー企業多工場モ

デルを前提にした製品間・エ程間空間分業，市場圏分

割など企業の立地行動論的視野からの分析視点の重合

わせの必要を提起している。そのうえで，こうした立

地行動の総体がつくりあげる産業地帯編制，財・サー

ビス・賃金の循環がつくりあげる経済圏の重層的編制，
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この 2つによって構成される地域構造について言及し

ている。

第2章では，多国籍企業論のサーベーのなかから，

多国籍企業の立地論について独自の見解を提起してい

る。

まず，初期の多国籍企業論として，プロダクトサイ

クル論を提起したヴァーノン (Varnon,R.) , 寡占企

業の相互浸透現象を解明したハイマー (Hymer,S. 

H.), 企業内工程間分業に着目し，労働集約的工程の途

上国立地を強調したヘライナー(Helleiner,G. K.) 

の学説を検討している。次いで， 1970年代から80年代

の多国籍企業の新たな立地展開を背景として提起され

たものとして，対外直接投資の条件を検討したハーシ

ュ (Hirsch,S.)やダニング (Dunning,J. K.) , 市

場の不完全性，企業内部市場の活用のもとでの対外直

接投資の条件についてのラグマン (Rugman,A. 

M.), 企業のグローバル戦略に関するポーター

(Porter, M. E.)の諸見解について紹介している。

さらに，本章IIIで，立地論を国際レベルに適用する

に当たっての立地条件（国際立地条件）の特徴につい

て，次の 5点をあげている。

①労働力の国際移動の困難性，著しい生産性格差と

賃金格差

②インフラの整備，部品や周辺産業の集積など外部

経済の相違

③国家による保護貿易措置などの存在

④国家による投資優遇措置などの存在

⑤文化・風土の違いに基づく市場ニーズの国際的相

違

このうち，①は国際レベルでの労働費用，②は先進

国などにみられる集積の利益，③は国際レベルで特有

な人為的輸送費用，④は収入因子，⑤は市場への接触

の利益が，それぞれ重要な立地因子として作用させる

ことになると指摘している。そのうえで，多国籍企業

の立地行動について考察し，企業内製品間・エ程間分

業に対応したグローバルな工場立地においては，労賃

の国際的格差，途上国側の投資優遇措置という国際的

立地条件を媒介とした労働費用因子や収入因子が強く

作用して労働集約的製品ないし工程の途上国への立

地＝労働指向立地が顕著となること，先進国の保護貿

易措置，市場ニーズの地域的多様性という国際的立地

条件を媒介として，人為的輸送費用因子や市場との接

触の利益因子が強く作用し，同種の製品生産の市場圏

別立地＝市場指向立地も顕著となっている，という二

つの傾向を指摘している。
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第3章では，こうした理論的考察をふまえて，日本

の多国籍企業の立地行動について統計数字を用いて概

括的に実証している。ここで，日本企業は， 1970年代

のアジア向けの繊維，電気機械，化学工業の立地中心

から， 80年代前半の北米向けの電機，自動車工業の立

地， 80年代後半の欧州，アジア向け電機工業の立地へ

と，工業部門の中心がシフトするとともに，地域もは

つきりと 3極化していったことを指摘している。また，

電機と輸送機械についてより詳細に分析し，電機工業

においては，資本・技術集約的部品の生産を日本で行

ぃ，労働集約的部品の生産や組立を労働コストの安い

アジア諸国で行うという企業内製品・工程間分業が成

立していることを明らかにしている。これに対して，

北米や欧州との企業内分業は，現地への販路の拡大，

貿易摩擦の回避，市場ニーズとの接触などから電機や

自動車などの完成品の生産を行い，日本から大量の部

品を調達する形で成立していることを実証している。

アジアヘは労働指向立地，北米・欧朴lへは市場立地と

いう企業内分業が大筋として確立していると結論づけ

ている。

第4章では，経済諸力の世界的レベルでの地理的移

動の中軸をなす「産業の国際移転」に注目し，これと

多国籍企業の立地行動との関連に分析の視点を移動す

る。まず，これを説明する代表的な理論である雁行形

態的発展論についてふれ，これとのかかわりで各国の

産業構造の相互関係について考察を加える。 1970年代

から80年代にかけては，①多国籍企業の立地行動がも

たらす企業内技術移転，企業間技術移転を通じて，欧

米諸国から日本，さらには一部の発展途上国（中進国）

へといった工業中心地から周辺地への波及，つまり北

側の地帯から南側の地帯への生産力の波及が急展開す

るとともに，②先進国企業の相互浸透，企業内の市場

圏分割立地によって先進諸国内の生産地の再編，先進

諸国間における産業構造の同質化や主導産業間のぶつ

かりあいが生ずる，という「世界的レベルでの産業地

帯の外延的拡大と再編成」が進行していると分析して

いる。さらに，こうした大きな流れを自動車産業の国

際移転を事例に検証している。

第5章では，世界的レベルでの経済圏の形成とその

中心にある都市間の連携によってできあがる世界都市

システムについて論じている。まず，地域協力や経済

統合にかかわる論説としてバラッサ (Balassa,B.), 

ハーシュマン (Hirschman,A. O.) , フーヴァー

(Hoover, E. M.)について検討する。そのうえで，

商品（財・サービス）生産要素（資本および労働力）
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の域内循環としての経済圏の形成の実態を検討し，東

アジア経済圏やその内部における局地経済圏の形成は，

企業内国際分業の進展に沿った形での地域協力に基づ

くものであるのに対し，欧州での市場統合への取り組

みは，市場規模の拡大と生産性の上昇を求めた経済（市

場）統合に基づくものである， として両者の経済圏の

異質性を強調している。また，経済圏域で循環するモ

ノ・情報・ヒト・カネをコントロールする経済中心地

としての都市に関連して，ハイマー (Hymer,S. 

H.)' フリードマン(Friedmann,J.)の世界都市シス

テム論について紹介しつつ，都市が国際機能をもつと

いう都市のグローバル化を軸に都市の世界的レベルで

のヒエラルヒーの強化と国内都市間階層分化の進行の

方向を指摘する。

以上がこの論文の要旨であるが，多国籍企業の立地

行動を軸にして世界経済の地域的展開に焦点をあて，

立地原理や地域概念など経済立地理論の世界的レベル

での適用を試みたことに，本研究の最大の意義がある。

その際，多様な立地理論だけでなく，多国籍企業論や

開発経済論，都市システム論など多くの先達の成果を

丁寧にフォロ_-するとともに，これらを世界経済の地

域システムの形成に向けて大胆な再構成に挑んだ。マ

クロ的な掴み方に新たな視点を提起したという点では

積極的に評価できる論文である。

他方，より十分な研究成果をあげるためには，著者

自身が指摘するように，多国籍企業の立地行動をより

ミクロのレベルで実証研究することが必要である。ま

た，審査において指摘された二点，つまり，各国の内

在的発展原理によって形成される世界的レベルの生産

カの配置と多国籍企業の企業内分業原理によってもた

らされる生産力の世界的レベルでの配置をどのように

統一的に把握するのか，また，多国籍企業の国際的配

置を生産だけでとらえているが，管理や金融などより

広い枠で分析する必要があること，などについてより

深く突っ込んだ検討が望まれる。

しかし，これらの点は，今後のより広く，より深い

研究の発展を期待する視点から指摘されたものであり，

本研究の意義を大きく減殺するものではない。学問分

野として別々に発達した経済立地論，多国籍企業論，

世界経済論を経済立地論の立場から統一化しようとし

た点で意欲的な論文である。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと認める。
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学位論文題名 経済現象における構造変化の

統計的検証

主論文の要旨

本論文は経済現象における構造変化の統計的検証に

関する研究であり，構造変化の推定論と検定論を同時

方程式体系において統一的に取り扱ったものである。

第1章「経済現象における構造変化」では経済現象

における構造変化とはどのようなものか，またなぜ構

造変化という現象が重要であるかを統計モデルと関連

づけて明らかにしている。

第2章「統計モデルによる構造変化の推定」では分

析期間中の経済構造がどのように変化しているかを特

定し，その変化のパターンを統計的に特定することで

分析期間中の経済構造に関する経済学的な考察が可能

になることを示している。このような方法を可能にす

る推定法として統計モデルの係数に変化をゆるす可変

係数回帰モデルがあげられるが，この章では可変係数

回帰モデルの理論的な側面と発展の経緯を概説し，こ

のモデルの応用上の問題点を指摘している。これらの

問題点は係数の変動を近似するために確率モデルを導

入したことに付随するものであり，その問題を回避す

るために係数の変動を時間に関する多項式で近似し，

その多項式の次数を AIC(赤池情報量基準）で決定す

る方法(TVCPモデル：多項式近似による可変係数回帰

モデル）を提案している。この方法は構造変化のパタ

ーンを特定化するだけでなく，それと同時に多項式の

次数がゼロであるかどうかを見ることで回帰モデルの

係数が時間に関して不変であるかどうか，すなわち分

析期間中に構造変化が生じていたのかいなかったのか

を検証することができるという利点をもっている。

第3章「統計モデルによる構造変化の検定」では構

造変化の検定方法として Chow検定， Wald検定， LM

検定， LR検定に代表される回帰モデルの係数の不変

性に関する古典的な検定方法と Cusum検定，

Cusum-Sq検定に代表される回帰モデルの逐次残差

をもちいる検定法について考察している。さらに同時

方程式体系での係数の不変性検定に関して通常の最小
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二乗推定量をもちいる検定は問題が生じることを示し，

同時方程式体系で二段階最小二乗推定量，制限情報最

尤推定量をもちいて検定統計量を構成することに関す

る予備的考察を行なっている。

第4章「同時方程式体系における構造変化の検定」

ではWald,LM, LR検定統計量を構成するための二

段階最小二乗推定量，制限情報最尤推定量を統一的に

表現した Kークラス推定量をもちいて各検定統計量を

統一的に表現し，それらの統計的性質を考察している。

特に制限情報最尤推定量をもちいて構成された各検定

統計量には LM=<LR= <Waldという不等式関係

が成立することを明らかにしている。またここで検討

されている各検定統計量はいずれも大標本検定統計量

であるので，それほど多くのデータ数を利用すること

のできない経済データの場合には小標本でのこれら検

定統計量の統計的性質が問題となる。ここでは各検定

統計量の性質，特に一連の局地対立仮説のもとでの検

出力と帰無仮説のもとでのサイズの問題に焦点をあて

たモンテカルロ実験が行なわれている。同時方程式体

系での特徴的な点は説明変数が誤差項と相関をもつと

いう，いわゆる説明変数の内生性であるが，そのよう

な状況ではサイズに関しては全般的に上方へのバイア

スが確認され，検出力に関しては LM検定統計量が最

も影響を受け， Wald検定統計量が比較的，頑健であ

り， LR検定統計量がその中間的な性質をもつことが

明らかになっている。

第 5章「データの非定常性による影響」では1980年

代から注目を集めているデータの非定常性に関連した

構造変化の検定問題を検討している。このデータの非

定常性の問題は従来のデータが定常であるという枠組

みで成立していた統計的性質のほとんどを変えてしま

うという点で非常に重要な問題であるが，この章では

データの非定常性が従来もちいられている構造変化の

検定問題にどのような影響を及ぽしているかを明らか

にしている。この章で明らかにされた点は以下の二点

である。

(1) Suprious Regression すなわち，みせかけの回帰

モデルではChow検定統計量， Wald検定統計量は帰

無仮説が正しい場合にも標本数と同じオーダーで発散

する。

(2) Co-integration RegressionでのWald検定統

計量に関しては従来の最小二乗推定量にもとづくもの

は漸近分布がカイニ乗分布に従う検定統計量では構成

できないが，データが非定常であるという情報を取り

入れた完全情報最尤推定量にもとづく検定統計量では
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漸近分布がカイニ乗分布になるものが構成可能である。

この章ではさらに誤差修正モデル (ECM:ErrorCar-

rection Model)での構造変化の検定問題に関しても考

察している。 ECMはSpecificto Generalという点で

批判されている伝統的な計量モデルのモデリングに対

して Generalto Specificという観点から考案されて

いるものである。この ECMに対する構造変化の検定

法としてこの章では二段階検定が提唱されている。こ

の二段階検定法は先の(2)をその理論的な裏付けとして

いる方法である。これまでこのようなECMでの構造

変化の問題に対する検定法の研究は行なわれておらず，

理論的な裏付けなしに利用されている従来の検定法に

対してこの章での結果はその理論的な考察を与えたも

のである。

論文審査の要旨

主査九州大学教授佐伯親良

論文審査担当者［副査 II II 細江守紀

｝｝ ｝｝ ｝） 岩本誠一

本論文は，動態的経済における経済構造の変化を計

量経済学的，統計的観点から分析したものである。経

済構造の変化を経済構造式の諸変数間の強さの変化，

因果関係や外生性の特性の変化として捉え，可変パラ

メータモデルの利用および単一方程式モデル，同時方

程式体系モデルにおける構造変化の検定方法と検定統

計量の特性について理論的な分析を行ったものである。

同時に，経済時系列の非定常性に着目し， ErrorCor-

rection Modelにおける構造変化の検定方法にまで踏

み込んでいる。

本論文の構成は次のようである。

第 1章経済現象における構造変化

第2章統計モデルによる構造変化の推定

第 1節可変係数回帰モデル

第2節応用上の問題点

第 3章統計モデルによる構造変化の検定

第 1節古典的な検定方法

第2節逐次残差による検定

第3節 同時方程式体系への拡張

第4章 同時方程式体系における構造変化の検定

第 1節 Kクラス推定量にもとづく検定

第2節検定統計量の性質（サイズと検出力）

第 5章 データの非定常性による影響
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第 1節検定統計量の頑健性

第 2節 Co-integration

第 3節 ErrorCorrection Modelでの構造

変化の検定

第 1章「経済現象における構造変化」では，経済現

象における構造変化の意味について，経済変数間の関

係の強さの変化，因果関係，外生性の特性の変化の観

点から考察し，構造変化を考慮しない場合における推

定上の問題点を指摘している。さらに，パラメータの

変化と経済構造式の変化の 2つの観点から，本論文に

おいて主として焦点が当てられる経済構造の変化の仮

説検定の考え方が述べられている。

第2章「統計モデルによる構造変化の推定」では，

分析期間中の経済構造の変化に関する推定問題に焦点

をあてている。構造変化のパターンを統計的に特定化

することで分析期間中の経済構造に関する推定が可能

となり，これらを可能にする推定方法として，統計モ

デルの係数に変化をゆるす可変係数回帰モデルがとり

あげられる。この章では可変係数回帰モデルの理論的

な側面と発展の経緯を概説し，このモデルの応用上の

問題点を指摘している。通常の可変パラメータモデル

の問題点は，係数の変動を近似するために確率モデル

を導入したことに付随して生じており，その問題を回

避するためにこの章では係数の変動を時間に関する多

項式で近似し，その多項式の次数を AIC(赤池情報量

基準）で決定する方法 (TVCPモデル：多項式近似によ

る可変係数回帰モデル）を提案している。この方法は

構造変化のパターンを特定化するだけでなく，それと

同時に多項式の次数がゼロか否かを見ることで回帰モ

デルの係数が時間に関して不変であるかどうかを，す

なわち分析期間中の構造変化を検証できるという利点

をもっている。例示的に，輸入関数についての，

OLS, BM法およびTVCPの比較が試みられている。

選択されたデータの問題等から必ずしも意図した結果

が得られているとは言えないが， TVCPモデルの今後

の発展性という点からは意味があるものと考えられる。

第3章「統計モデルによる構造変化の検定」では，

構造変化の検定方法として Chow検定， Wald検定，

LM検定， LR検定に代表される回帰モデルの係数の

不変性に関する古典的な検定方法と Cusum検定，

Cusum-Sq検定に代表される回帰モデルの逐次残差

をもちいる検定法について考察している。さらに，同

時方程式体系での係数の不変性検定に関して，通常の

最小二乗推定量をもちいる検定では問題が生じること
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を明らかにし，同時方程式体系で二段階最小二乗推定

量，制限情報最尤推定量をもちいて検定統計量を構成

するための予備的考察を行なっている。

第4章「同時方程式体系における構造変化の検定」

では，二段階最小二乗推定量，制限情報最尤推定量を

統一的に表現した Kクラス推定量をもちいてWald,

LM, LRの各検定統計量を統一的に表現し，それらの

統計的性質について考察している。特に，制限情報最

尤推定量をもちいて構成された各検定統計量には

LM幻LR~Wald という不等式関係が成立することを

明らかにしている。さらに，検討されている各検定統

計量がいずれも大標本検定統計量であることから，多

くの標本を利用できない経済データの場合，小標本で

これらの検定統計量の統計的性質が問題となる点を考

慮し，ここでは，一連の局地対立仮説のもとでの検出

力と帰無仮説のもとでのサイズの問題に焦点をあてた

モンテカルロ実験を行っている。同時方程式体系での

特徴的な点は説明変数が誤差項と相関をもつという説

明変数の内生性であるが，そのような状況の下では，

サイズに関しては，全般的に上方へのバイアスが確認

され，検出力に関しては LM検定統計量が最も影響を

受け， Wald検定統計量が比較的，頑健であり， LR検

定統計量がその中間的な性質をもつことを明らかにし

ている。

第 5章「データの非定常性による影響」では， 1980

年代から注目を集めているデータの非定常性に関連し

た構造変化の検定問題を検討している。このデータの

非定常性の問題は，従来のデータが定常であるという

枠組みで成立していた統計的性質のほとんどを変えて

しまうという点で非常に重要な問題であるが，この章

では，データの非定常性が従来もちいられている構造

変化の検定問題にどのような影響を及ぼしているかを

明らかにしている。つまり， SupriousRegressionすな

わち，みせかけの回帰モデルではChow検定統計量，

Wald検定統計量ば帰無仮説が正しい場合にも標本数

と同じオーダーで発散すること，また，Co-integration

RegressionでのWald検定統計量に関しては，データ

が非定常であるという情報を取り入れた完全情報最尤

推定量にもとづく統計量として，漸近分布がカイニ乗

分布になる検定統計量を構成することが可能である点

を明らかにしている。この章ではさらに誤差修正モデ

ル (ECM:Error Correction Model)での構造変化の

検定問題に関しても考察している。このECMはSpt;-

cific to Generalという点で批判されている伝統的な

計量モデルのモデリングに対して General to Spe-
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cificという観点から考案されているものである。この

ECMに対する構造変化の検定法として，ここでは二

段階検定法が提唱されている。 Co-integrationの状況

であっても最小二乗法に基づく従来の検定法は利用で

きない点，他方，完全情報最尤推定量およびそれと同

等な性質を有する推定量に基づく検定統計は望ましい

性質を持つ点を考慮し，この二段階検定法を提唱した

ものである。これまでこのような ECMでの構造変化

の問題に対する検定法の研究は行なわれておらず，理

論的な考察を与えた点で有意義である。

以上のように，本論文は，経済現象における構造変

化の統計的検証に関する理論的研究であり，単一方程

式のみならず，同時方程式体系にまで踏み込んだ意欲

的な研究である。これまでの構造変化に関連した研究

は，構造変化の推定論あるいは検定論に関して個別に

研究が行なわれており，構造変化といった統一的なテ

ーマでの計量経済学的研究は数少ない。さらに，これ

までの研究は対象としている統計モデルは単一の回帰

モデルのみである場合がほとんどであり，同時方程式
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体系での構造変化の研究は極めて少ない状況である。

本論文でのモデルの実証的側面ではデータの利用等の

点で問題点も多少散見され，また，ここで提示された

検定手法の理論的側面を補完する上で，どの程度現実

の計量経済モデル分析に利用可能かどうかという点が

今後の課題として残されているが，本論文では，経済

構造の変化の理論的検証という観点から見て，随所に

興味深い理論的成果が得られており，また，計量経済

学の最近の重要な関心事であるカルマンフィルターの

経済モデルヘの応用，経済的期待の問題，時系列デー

タの非定常性の問題，構造変化の問題にも十分対応で

きるものとなっている。経済構造の変化については，

従来，多くのことが指摘されてきているが，計量経済

学における体系的な理論的研究はまだ端緒についてば

かりであり，斯学に与える影響は極めて大きいもので

あると考えられる。

以上のことから，本論文は博士（経済学）の学位を

授与するに値するものと思われる。




